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難病・長期慢性疾病対策の総合的な推進を求める意見書 

 

2015 年 1 月、難病の患者に対する医療等に関する法律の施行により、我が国

の難病対策は、法的根拠を持つ総合対策として進められてきた。 

同法では、難病患者に対する医療等は、難病の特性に応じて、総合的に行われ

なければならないとされているほか、厚生労働大臣は難病患者に対する医療等

の総合的な推進を図るための基本的な方針を定めなければならないとされてい

る。 

国及び地方自治体はこの基本的な推進方向に沿い、難病対策を総合的に推進

するとともに、国民への周知を進め、難病や疾病のある子供たちも含め、難病患

者が未来に希望を持てるよう、一層の努力が求められている。 

よって、国におかれては、難病及び難病以外の長期慢性疾病の患者やその家族

が、地域で格差なく安心して暮らすことができる社会の実現に向け、下記の事項

を実施するよう、強く要望する。 

 

記 

 

１ 未診断疾患を含めた難病の原因究明、治療法の早期開発、診断基準と治療体 

 制の確立を急ぎ、指定難病対象疾病の拡大を進めること。 

２ 難病や長期慢性疾病の患者や家族に対し、医療費を始めとする経済的負担

の軽減を図ること。 

３ 難病や小児慢性特定疾病の子供に対する医療の充実を図り、成人への移行

期医療を確立すること。 

４ 専門医療と地域医療の連携を強化し、医療の地域間格差をなくすこと。 

５ 障害者雇用率の対象とするなど、難病患者の就労拡大や就労支援を充実す

ること。 

６ 国民への難病に対する理解と対策の周知を進めるとともに、福祉サービス

の提供、人材の確保と研修の充実、人権教育・啓発の推進を図ること。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 



議会議案第 10 号 
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子どもたちの学びの環境の更なる充実を求める意見書 

 

 昨年、いわゆる義務標準法の改正により、小学校の学級編制の標準は令和３

年度から５年間で段階的に引き下げられることとなったが、中学校での引下げ

については、本年６月に閣議決定された骨太の方針 2022 において、小学校にお

ける教育効果を検証した上で、望ましい教育環境や指導体制を構築していくと

されており、高等学校の引下げとともに、いまだ、特に具体的な方策は示されて

いない。 

少人数学級の推進によって、教職員がゆとりを持って子どもたちと向き合う

ことができるようになれば、教職員の更なる質の向上やきめ細やかな指導の実

現につながることが期待されるため、更なる学級編制の標準の引下げと、新たな

教職員定数改善計画の策定・実施が求められている。 

また、学校における働き方改革が求められる中、学校現場にはコロナ感染対策

や ICT の推進、いじめや不登校問題、特別な配慮を要する児童生徒への対応な

ど、様々な課題が山積しているが、課題解決に向けた人的配置を始めとする財政

措置は不十分であり、更なる教育予算の拡充が必要である。 

よって、国におかれては、子どもたちの学びの環境の更なる充実を図るため、

教職員定数改善計画の策定・実施と教育予算の拡充を行うよう、強く要望する。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 


